
財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）によっている。

（2）固定資産の減価償却について

定額法による減価償却を実施している。

（3）リース取引の処理方法

リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（4）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理については、税込み方式によっている。

２．基本財産および特定資産の増減額及びその残高
基本財産および特定資産の増減額およびその残高は、次の通りである。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　定期預金 550,000,000 150,000,000 150,000,000 550,000,000

　譲渡性預金 250,000,000 0 150,000,000 100,000,000

　投資有価証券 203,000,000 150,000,000 0 353,000,000

小　　計 1,003,000,000 300,000,000 300,000,000 1,003,000,000

特定資産

　研究助成事業基金

　定期預金 20,000,000 25,000,000 0 45,000,000

小　　計 20,000,000 25,000,000 0 45,000,000

合　　計 1,023,000,000 325,000,000 300,000,000 1,048,000,000

（単位：円）



３．基本財産および特定資産の財源等の内訳
基本財産および特定資産の財源等の内訳は、次の通りである。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次の通りである。

科　　目 当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

　定期預金 550,000,000 （550,000,000） （                 0） −

　譲渡性預金 100,000,000 （100,000,000） （                 0） −

　投資有価証券 353,000,000 （353,000,000） （                 0） −

小　　計 1,003,000,000 （1,003,000,000） （                 0） −

特定資産

　研究助成事業基金

　　定期預金 45,000,000 （                 0） （45,000,000） −

小　　計 45,000,000 （                 0） （45,000,000） −

合　　計 1,048,000,000 （1,003,000,000） （45,000,000） （                 0）

（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

備　品 372,650 173,417 199,233

ソフトウエア 1,039,500 256,725 782,775

合　　計 1,412,150 430,142 982,008

（単位：円）



５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次の通りである。

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次の通りである。

内　　容 金　　額

経常収益への振替額

　基本財産運用益の振替額 7,679,672

合　　計 7,679,672

（単位：円）

科　　目 帳簿価額 時　　価 評価損益

東京都公募公債　第 11 回 3,000,000 3,008,364 8,364

第 11 回野村ホールディングス株式会
社無担保社債 200,000,000 201,969,000 1,969,000

第 39 回トヨタファイナンス株式会社
無担保社債 100,000,000 101,574,100 1,574,100

第 57 回日本電信電話株式会社電信電
話債券（一般担保付） 50,000,000 50,893,950 893,950

合　　計 353,000,000 357,445,414 4,445,414

（単位：円）




